












Security Sector Reform '.




SSR (Security Sector Reform) is now considered as key element of peace-building
process in post conflict area. Although some researches have treated the SSR, the
question of this possibility in- post conflict area is still open. The purpose of this paper
is to explain arguments and recent investigations about SSR and consider the prospects
for SSR's approach in state-building in post conflict society.
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では、開発援助委員会(Development Assistance Committee: DAC)1:が中心となって、 SSR
に積極的に取り組んできた　DACは1990年代初期から、被支援国の過度の軍事支出や軍民関係に
関心を寄せ、 1993年には適切な実施のためのガイドラインを作成、 1997年には「紛争、平和、開




開発協力ネットワーク(Network on Conflict, Peace and Development Co-operation: CPDC)
を通じてSSRに関する研究、政策提言を行うようになった。 2001年の『暴力的紛争の防止支援
{Helping Prevent Violent Conflict)』では、紛争を防止するための基本的条件の一つとして、
正当性と説明責任を有する治安・安全保障部門への支援の必要性を強調し16)、同年発行された、
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切であると考えている。そこの姿勢は、 SSRを「Security SectorJ Reformの略語ではなく、
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南アフリカ)地域において最もその可能性が高いと分析している(Herbert Wulf, "Security Sector Reform in
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地の人材育成が急務となる　SSRを有効なものとするためには、以上論じてきたような様々な問
題を克服していく必要がある。
おわりに
治安を客観的に捉えることは困難であるが44)、国家建設や国家再建においてSSRについて検討す
る際には、常に「治安」概念が持っ両義性を意識する必要があるだろラ。治安概念の両義性とは、
一方では人々が安心して生活を営むことができる状態を指す。もう一方では国家による市民の監視、
管理を意味する。独裁体制などの徹底した管理社会においては、国家によってほぼ完全に治安が維
持されていたとしても、 「治安維持」を名目にして人権侵害、市民の抑圧や弾圧、個人のプライバシー
の侵害、言論統制、思想の統制などが見られる。例えば、ナチス体制下のドイツやカンボディアの
クメール・ルージュ、中南米の死の部隊など枚挙にいとまがない。そのため治安概念のマイナスの
側面の台頭をコントロールするために、 SSR実施の際には文民統制のシステムの導入が肝要とな
る。国家の安定を目指すのみならず、 「人間の安全保障」が実現されるような治安の構築が求めら
れている。
本稿では、今日のSSRが発展してきた歴史的な背景を概観し、 SSRの今日的な意義および紛争
後地域における国家再建に果たす可能性を検討した。 SSRは紛争後地域の再建において重要な意
義を有するが、その概念が包括的であることに根ざした問題や、その他実施に伴う様々な問題が存
在する。これらの課題を克服しないことには有効なSSRの実施は望めない。今後、国際社会のSSR
の実施のための協力体制を創出し、 SSRに関する更なる考察を重ねていくことが課題の克服へと
繋がる。
44)例えば、犯罪率や検挙率といった指数は存在するが、その一方で、人々が肌で感じる不安をあらわす体感治安というものが
存在するなど、主観的な要素を兼ね備えるためである.
